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要旨：コンクリートの一軸引張試験から求めた有効弾性係数とひび割れ発生応力の実験式に

より，使用材料および拘束形態の異なる場合の収縮応力とひび割れ発生が予測可能かどうか

検討した。材料としてビニロンチップを含有する断面補修用モルタルを用い，拘束度および

断面寸法を変化させたリング型拘束収縮試験を行った。断面補修用モルタルの有効弾性係数

とひび割れ発生応力は上述の実験式により算出し，これを用いてリング型拘束収縮供試体の

応力解析を行い，試験結果と比較した。その結果，有効弾性係数の実験式により収縮応力は

予測できるものの，ひび割れ発生応力は予測できない可能性が示唆された。 

キーワード：収縮ひび割れ，有効弾性係数，リング型拘束試験，繊維補強モルタル 

 

1. はじめに 
 コンクリート部材における収縮ひび割れの発

生を予測するためには，収縮特性だけではなく，

クリープを含む引張変形特性ならびにひび割れ

発生条件が把握されていなければならない。 

 既報 1),2)において著者らは，一軸引張条件下に

おけるコンクリートの有効弾性係数とひび割れ

発生応力に及ぼす影響要因を分析し，それらの

結果を反映した実験式により，広範な条件下で

行われたコンクリートの一軸拘束収縮試験結果

が予測できることを報告している。 

 以上の研究には未だ多くの余地を残している

ものの，現時点で有している成果によりどの程

度のひび割れ予測が可能であるかは，段階的に

確認しておく必要がある。特に，部材の寸法や

拘束形態，使用材料等が変化した場合の予測は，

実構造物への適用をめざす過程において不可避

な確認事項である。 

 本研究では，ビニロンチップを含有する断面

補修用モルタルのリング型拘束収縮試験を行い，

その応力導入過程およびひび割れの発生を上述

の実験式より予測可能かどうか検討した。 

2. 断面補修用モルタルにおける有効弾性係数と

ひび割れ発生応力 
2.1 有効弾性係数とひび割れ発生応力の実験式 
 既報 1),2)にて著者らは，載荷速度と乾燥条件を

変化させたコンクリートの一軸引張試験を行い，

その結果から，一軸拘束されたコンクリートの

有効弾性係数とひび割れ発生応力の実験式を定

式化している。有効弾性係数の実験式を式(1)に，

ひび割れ発生応力の実験式を式(2)に示す。 
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式(1)にて，Eef(S’, td)：それまでに受けた引張応力

強度比の時間積分値 S’，乾燥時間が td であるコ

ンクリートの有効弾性係数(MPa)，Eef (0,0)：応力

と乾燥を受けていないコンクリートの静弾性係

数である。C1, C2, C3, C4, C5 は実験定数であり，

実験結果の回帰から C1=51.88(%･日)，C2=3.359，

C3=0.93(日)，C4=8.09，C5=2.40 と求まっている。
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式(2)にて，σcr(td)：乾燥時間 td のコンクリートの

ひび割れ発生応力(MPa)，σcr (0)：乾燥を受けて

ないコンクリートの引張強度であり，実験定数

D1, D2 は，D1=2.19(日)，D2=4.08 と求まっている。

なお，式(1)(2)に含まれる係数α,βは，部材断面

寸法の影響を表すものであり，乾燥周長と部材

断面積の比が 0.02(1/mm)の場合にはα,β=1.0，

0.04(1/mm)の場合にはα=1.5，β=1.3 を用いる。 

2.2 断面補修用モルタルに対する実験式の適用 
(1) 一軸拘束収縮試験による検証 
本実験式の断面補修用モルタルに対する適用

性を一軸拘束収縮試験により検証する。本研究

で用いる断面補修用モルタルの構成を表－1 に，

温度 20℃で封かん養生した場合の圧縮強度，割

裂引張強度，静弾性係数の経時変化を図－1に示

す。一般的なコンクリートに比べて，強度の発

現が早く，静弾性係数が低い特徴がある。 

(2) 試験の概要 
 一軸拘束収縮供試体と自由収縮供試体の概要

を図－2に示す。一軸拘束収縮供試体は，断面中

心に配置したφ24mm 丸鋼がモルタルの軸方向

の収縮を拘束する仕組みである。丸鋼の両端

200mm 区間にはモルタルとの定着強化を狙った

M22 ナットを 30mm 間隔で 6 個溶接しており，

それ以外の区間は表面にパラフィンを塗布して

モルタルとの付着を切っている。丸鋼の軸方向

ひずみを測定すれば，試験区間のモルタル断面

に導入されている収縮応力を算出できる。なお，

本供試体の一軸拘束収縮試験としての成否は，

試験区間のモルタルのひずみと丸鋼のひずみの

一致を見ることで判定できる。図－3に各供試体

の収縮ひずみを示す。両者はほぼ一致しており，

本供試体は一軸拘束収縮試験として成立すると

判定できる。自由収縮供試体は，拘束供試体の

試験区間と形状を同じとしつつ，拘束を極力無

くすよう断面中心に厚さ 2.7mm の塩化ビニール

管を配置している。両端面はアルミテープによ

りシールした。両供試体ともに材齢 2 日まで封

かん養生とした後，室温 20±1.0℃，湿度 55±

5.0％の恒温室内で乾燥させた。 
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図－1 断面補修用モルタルの強度特性 

図－3 拘束・自由収縮供試体のひずみ 
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図－2 一軸拘束収縮供試体と自由収縮供試体 
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表－1 断面補修用モルタルの構成 

W/C

(%) W C S Vi等 Ac等
43.5 221 507 1100 60 29

単位量(kg/m3)

※Vi：ビニロンチップ　Ac：アクリル樹脂
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(3) 一軸拘束収縮試験結果の予測 
 丸鋼のひずみから算出したモルタルの収縮応

力の経時変化を解析結果とともに図－4 に示す。

なお，本解析では時間ステップごとに自由収縮

ひずみの増分を与え，モルタルと鋼棒の間では

力の釣合いと変形の適合が成り立つと仮定し，

鋼棒の弾性係数は 20.6×104MPａとし，モルタル

の有効弾性係数は式(1)により与えながら収縮応

力を計算した。収縮応力の解析値は実験値を若

干下回るものの，その導入過程をほぼ予測でき

ている。よって式(1)は，一軸拘束条件下ならば

断面補修用モルタルに適用できるといえる。 

一方，本供試体には材齢 70 日を越えた今もひ

び割れが発生していないため，式(2)より与える

ひび割れ発生応力の適用性については検証でき

なかった。図－4 には式(2)より計算されるひび

割れ発生応力も記している。本供試体の収縮応

力は，式(2)より計算されるひび割れ発生応力ま

で達しないと推測される。 

 

3. リング型拘束収縮試験 
3.1 実験の概要 

(1) 供試体の概要 
拘束形態の異なる拘束収縮試験としてリング

型拘束収縮試験を行った。供試体の概要を図－5

に示す。本試験は，リング状の型枠内に打込ま

れたモルタルの収縮を，型枠を兼ねる内円鋼管

により拘束する試験である。内円鋼管の円周方

向のひずみを測定すれば，モルタルの円周方向

の収縮応力を計算することができる。 

幾つかある拘束収縮試験 3)の中から本試験を

採用した理由は，試験方法として比較的簡単で

あること，拘束材との定着長が問題とならない

こと，（通常の一軸拘束収縮試験と違い）断面内

に非対称な応力分布が形成されることである。 

(2) 実験構成 
 リング型拘束収縮試験の実験構成を表－2 に

示す。モルタル厚さを38.3mm，鋼管厚さを6.0mm

とした基準供試体に対し，鋼管厚さを 8.0mm と

して拘束度を上げた拘束大供試体，モルタル厚

さを 61.8mm として断面寸法を大きくした断面

大供試体で構成した。供試体数は各 1 体とした。 

 前章と同様に，式(1)を用いて収縮応力を解析

するためには，モルタルの自由収縮試験が必要

となる。今回は，鋼管とほぼ同じ外径をもつ塩

化ビニール管を内円の型枠とし，厚さ 38.5mm，

62.0mm のリング型自由収縮供試体を作成した。

内円の塩ビ管にはあらかじめ切れ目を入れてお

き，脱枠時に取り外せるようにした。供試体数

は各 1 体とした。 
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図－5 リング型拘束収縮供試体の概要 

供試体 鋼管内径 モルタル厚 鋼管厚 高さ
呼　称 (mm) (mm) (mm) (mm)
基準 306.5 38.3 6.0

拘束大 302.5 38.3 8.0
断面大 306.5 61.8 6.0
38自由 - 38.5 -
62自由 - 62.0 -

100

表－2 リング型拘束収縮試験の構成 

-507-



(3) 養生・乾燥条件と測定項目 
 全ての供試体は，封かん状態としたまま打設

後 24 時間で脱枠し，打設後 48 時間から乾燥を

開始した。養生・乾燥を行った恒温室内の温度

は 20±1.0℃，相対湿度は 55±5.0％であった。

なお，今回の試験では，モルタル上下面（自由

収縮供試体では内側面も）をシーリング剤＋ビ

ニールシートにより被覆し，乾燥面をモルタル

外側面のみに限定している。 

拘束収縮供試体については，鋼管の内側面と

モルタル外側面の円周方向のひずみを 4 箇所で

測定した。自由収縮供試体については，モルタ

ル内側面と外側面のひずみを 4 箇所で測定した。

測定は，鋼管については打設直後から，モルタ

ルについては打設後 48 時間から開始した。 

3.2 実験結果 
(1) 拘束収縮供試体の応力 
拘束収縮供試体の鋼管ひずみの経時変化を図

－6に示す。ここで，鋼管ひずみは内側面 4 箇所

で測定したひずみデータを平均した値である。 

鋼管ひずみより，モルタルに導入されている

円周方向の収縮応力が計算できる。ここでは，

モルタル厚さを 10 分割し，それぞれの位置での

円周方向の応力を式(3)により算出 4)し，それら

の値を平均してモルタル断面の平均応力を算出

することにした。 
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ここで，σ(r)：供試体中心点から半径方向に距

離 r の位置でのモルタルの円周方向の応力(MPa)，

εs：鋼管内側面のひずみ，Es：鋼管の弾性係数

(MPa)，t：鋼管厚さ(mm)，r1：供試体中心点から

モルタル内側面までの距離(mm)，r2：供試体中心

点からモルタル外側面までの距離(mm)である。 

(2) 応力の経時変化とひび割れの発生 
モルタル断面の平均応力の経時変化を図－7

に示す。いずれの供試体においても乾燥開始以

前に自己収縮応力は導入されていない。図－6か

らはわかりづらいが，使用したモルタルには材

齢ごく初期に膨張が生じることから，これが自

己収縮を相殺したと考えられる。乾燥開始後か

らは，それぞれ引張応力が漸増し始めるが，そ

の速度は，拘束大＞基準＞断面大の順に大きく

なっている。 

断面を貫通するひび割れ 

写真－1 拘束大供試体のひび割れ 
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拘束大供試体においては，材齢 27 日時点で断

面平均応力が約 3.3MPａに達し，写真－1 に示す

ようにモルタル断面を貫通するひび割れが発生

した。図－1 を見ると，この時点での引張強度は

約 6.6MPａであることから，引張応力強度比に

して 50％でひび割れが発生したことになる。基

準供試体および断面大供試体については，材齢

100 日を過ぎた今もひび割れは発生していない。 

 

4. リング型拘束収縮試験結果の予測 
(1) 予測解析のフロー 

 予測解析のフローは，2章で行った一軸拘束収

縮試験の場合と同様である。すなわち，時間ス

テップごとに自由収縮ひずみの増分を与え，モ

ルタルと鋼管の間では力の釣合いと変形の適合

が成り立つと仮定し，鋼管の弾性係数は 20.6×

104MPa とし，モルタルの有効弾性係数は式(1)

によって与えながら収縮応力を計算した。 

自由収縮ひずみの経時変化を図－8に示す。図

には 38 自由供試体，62 自由供試体の内側面 4 箇

所，外側面 4 箇所のひずみの平均値を示してい

るが，解析には内外両面の平均値を使用した。 

(2) 養生期間中の自己収縮応力履歴の影響 
 既報 6)では，養生期間中に受けた自己収縮応力

の履歴がコンクリートの有効弾性係数とひび割

れ発生応力に影響を及ぼすとして，それぞれの

実験式中の静弾性係数と引張強度を一律低下さ

せている。今回の場合，いずれの拘束収縮供試

体においても養生期間中の自己収縮応力履歴が

確認されなかったので，このことは無視する。 

(3) 実験結果と解析結果の比較 
 リング型拘束収縮供試体の収縮応力について，

実験値と解析値の比較を図－9に示す。断面大供

試体では若干のずれが見られるものの，解析値

の応力導入過程は実験値とほとんど一致してい

る（基準供試体については完全に重なっている）。

これらの結果から，コンクリートの一軸引張試

験より求めた有効弾性係数の実験式により，拘

束形態の異なるリング型拘束収縮試験の応力導

入過程を精度よく予測できるといえる。 

 一方，ひび割れ発生応力についてはひび割れ

が発生した拘束大供試体のみ解析との比較が可

能である。拘束大供試体のひび割れ発生応力に

ついて，実験値と解析値の比較を図－10に示す。
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実験値のひび割れ発生時点（応力が急減し 0 に

戻る点）における応力が約 3.3MPａであるのに

対し，同時点におけるひび割れ発生応力の解析

値は約 4.9MPａと実験値を大きく上回っている。

1 例のみの結果だが，コンクリートの一軸引張試

験より求めたひび割れ発生応力の実験式では，

使用材料および拘束形態の異なるリング型拘束

収縮試験のひび割れ発生応力を予測できない可

能性が高い。この原因について考察する。 

 今回用いた断面補修用モルタルの引張強度は

材齢 27 日で約 6.6MPａと比較的高い。既報 2)で

予測してきた一般的なコンクリートの引張強度

は概ね 2.0～4.5MPａであり，本モルタルのよう

な高引張強度のコンクリートには，実験式が適

用できない可能性がある。また，既報 2)で予測し

てきた供試体は全て対称な乾燥面を持つ一軸拘

束収縮供試体であり，これとリング型拘束収縮

試験ではひび割れの発生過程が異なり，実験式

が適用できない可能性がある。今後，本モルタ

ルを用いてひび割れの発生する一軸拘束収縮試

験を行うことにより，問題点が明確になると考

えている。 

 

5. まとめ 
コンクリートの一軸引張試験から求めた有効

弾性係数とひび割れ発生応力の実験式により，

断面補修用モルタルを用いたリング型拘束収縮

試験の収縮応力とひび割れの発生を予測可能か

どうか検討した。結果を以下にまとめる。 

(1) コンクリートの一軸引張試験から求めた有

効弾性係数の実験式により，断面補修用モル

タルの一軸収縮拘束試験における収縮応力

の導入を予測できた。 

(2) リング型自由収縮試験を行った結果，乾燥さ

せた外側面と乾燥を防いだ内側面では，収縮

ひずみの差はほとんど無かった。 

(3) コンクリートの一軸引張試験から求めた有

効弾性係数の実験式より，断面補修用モルタ

ルのリング型拘束収縮試験における収縮応

力の導入を予測できた。 

(4) コンクリートの一軸引張試験から求めたひ

び割れ発生応力の実験式では，断面補修用モ

ルタルのリング型拘束収縮試験におけるひ

び割れ発生応力を予測できない可能性が高

い。 
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